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付属書 1  発電時における終局強度解析のための気象海象パラメータの統計的外挿 

 

この付属書では、発電時における終局強度解析（DLC1.6）のために、気象海象パラメータを統計的に

外挿し、高波浪時海況（SSS）を評価する方法を示す。 

 

１．JIS C 1400-3 の要求事項 

JIS C 1400-31)にて要求されているのは、本来、風作用と波浪作用による荷重効果の再現期間を 50 年

となるように設定することである。ここで、荷重効果（作用効果）とは、構造物が外力を受けて生じる

応答や応力を意味する。洋上風車の場合、動的な非線形応答となることから、「再現期間 50 年の荷重に

よる応答値」と、「荷重効果としての 50 年再現期待値」は、厳密には異なる。さらに、発電中の風車の

場合、風荷重による応答値（タワー基部の平均転倒モーメント）は、定格風速の前までは風速とともに

増加するが、定格風速の後ではピッチ角の影響により風速の増加と共に減少するという、強い非線形性

を示す（付図-1.1）。 

   

付図-1.1 タワー基部モーメントの平均値、最大値 

（風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 2) 図解 4.3.1 より） 

 

２．風作用と波浪作用による荷重効果の 50 年再現期待値の評価方法 3) 

前項を踏まえ、風作用と波浪作用による荷重効果の 50 年再現期待値の評価方法としては、以下の 2つ

の方法が挙げられる。 

① モンテカルロシミュレーション（MCS）による方法 

本方法は、まず平均風速 V と有義波高 HSの結合確率密度分布を定め、MCS によって各荷重の組合

せを多数用意し、それぞれの応答解析結果より 50 年再現期待値を評価する方法であり、膨大な計

算量を必要とする。また、JIS C 1400-1 4)附属書 Fや風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 2)

には、ある作用に対する荷重効果の超過確率を定め、これに作用の出現頻度分布を乗じて算出する

方法が示されており、石原・石井 5)は、風速と乱れによる発電時の最大風荷重評価にこれを適用し

ている。 

② 環境等値線による方法 

本方法は、平均風速 V と有義波高 HSとの再現期間 50 年の組合せを定義する環境等値線を生成し、

この等値線上にある複数の荷重の組合せから、応答極大値を探索する方法である。本方法では、環
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境等値線上で求めた応答極大値が荷重効果としての 50 年再現期待値に等しいと仮定している。な

お、環境等値線は逆一次信頼性解析法（IFORM）によって求める。 

 

３．IFORM による環境等値線の生成方法 

環境等値線による方法は上記の仮定を含んでいるものの、JIS C 1400-31)附属書 Gに示されている方法

であり、設計実務においては最も適用性が高いと考えられる。以下では、IFORM による環境等値線の生成

方法を示す。 

 まず、相関のない二つの標準正規確率変数 U1及び U2から、相関を有する任意の確率変数 V、HSに変数

変換する。これを行う一般的な方法の 1つが、次式により表される Rosenblatt 変換である。 

   

   
1

2

V

Hs s

U F V

U F H V

 

 
     (付 1.1) 

ここに、：標準正規確率分布関数 

 VF V ：平均風速 Vの確率分布関数 

 Hs sF H V ：Vにおける条件付き有義波高 HSの確率分布関数 

Rosenblatt 変換の利点は、相関係数を用いずに  VF V と  Hs sF H V という二つの分布によって、結合

確率を表現できることである。したがって、確率変数 V、HSは式(付 1.1)の逆関数によって与えられる。 
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     (付 1.2) 

標準正規空間 Uでは、再現期間 50 年に対応する超過確率 Pを満足する点(U1, U2)の集合は、半径βの

円、 2 2 2

1 2U U   で表現される。このときは次式で定義され、これを図示したものが付図-1.2 である。 
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     (付 1.3) 

ここに、N：50 年間における独立な海況の個数 

 

 

 

 

 

 海況の評価時間を 20 分とし、これを 20 分毎の独立事象と仮定すると、超過確率は

  71 50 365 24 60/ 20 7.61 10P       となり、式(付 1.3)より 4.81  となる。 

以上により、環境等値線は次のとおり求めることができる。まず、運転範囲内のぞれぞれの平均風速 V

について、次式によって標準正規化された変数 U1を求める。 
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1 VU F V           (付 1.4) 
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付図-1.2 と Pの関係 
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次に、この U1を用いて高波浪時海況（SSS）の有義波高を次式により得る。 

   1 2 2

. 1s SSS HsH V F U V    
  

    (付 1.5) 

得られた  .s SSSH V の環境等値線を例示したものが付図-1.3 である。図の(b)において、平均風速及び

有義波高の確率分布はそれぞれレイリー分布、ワイブル分布を仮定し、両作用の相関係数は 0.7 と仮定

している。 

 

     (a) 標準正規空間               (b) 物理空間 

付図-1.3 環境等値線の構築例 

 

４．SSS の評価手順 

前項の環境等値線を用いた SSS の具体的な評価手順を以下に示す。 

① 高波浪時の観測記録若しくは気象・波浪シミュレーションにより、発電中（カットイン風速 Vin～

カットアウト風速 Vout）の 10 分平均風速及び有義波高の統計データを取得する。このとき、Vout以

上にまで達した擾乱であっても、擾乱通過後に、波が厳しいままだが Vout以内にまで風速が低下し

ている状況があることに留意する。 

② 平均風速 Vの確率分布関数  VF V を、統計データからの近似により決定する。あてはめ関数として

はレーリー分布や正規分布が考えられる。 

③ 風速階級別の条件付き有義波高 HSの確率分布関数  Hs sF H V を、統計データからの近似により決定

する。あてはめ関数としては、波浪の極値統計解析で一般に用いられるワイブル分布や対数正規分
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布等の裾の長い関数が保守側の評価となる。 

④ 50 年間における独立な海況の個数より超過確率 Pを評価し、式(付 1.3)によってを算出する。 

⑤ 式(付 1.4)、式(付 1.5)より高波浪時海況（SSS）の環境等値線を得る。ここで、  .s SSSH V の上限

値は再現期間 50 年の有義波高 HS50とする。 

⑥ 環境等値線上にある複数の 10 分平均風速と有義波高の組合せに対して時刻歴応答解析を実施し、

応答極大値を求める。 
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付属書 2 コーン貫入試験（CPT）による地盤評価 1) 

 

本付属書では、コーン貫入試験を用いて地盤調査を行う際の適用範囲や地盤定数の評価方法、試験結

果を用いた設計方法などを示す。 

 

１．適用範囲 

 本付属書では、先端抵抗、周面摩擦及び間隙水圧を測定する電気式コーン貫入試験（以下、「コーン貫

入試験」とする）を使用した場合の地盤評価方法及びそれを用いた設計方法を対象とする。コーン貫入

試験の試験方法、測定結果の整理方法、測定結果から地層構成や地盤定数を評価する方法、測定結果と

室内試験のキャリブレーション方法などは、地盤調査の方法と解説 2) に掲載されており、これを参考に

することができる。コーン貫入試験結果を用いた設計方法には、基礎の支持力評価並びに構造解析用の

地盤ばねの設定があり、詳細は後述する。 

 

２．結果の解釈にあたっての基本的な考え方 

コーン貫入試験の最大の特徴は、深さ方向に連続した測定値が得られることであり、地盤の不均質な

堆積構造を詳細に探知できるという利点を有している。また、コーン貫入試験では、貫入抵抗、周面摩

擦、間隙水圧などの多様な地盤情報が得られるため、これに基づいてより信頼性の高い地層構成を得る

ことができる。ただし、試料採取を行わないため、土質分類に際してはデータを解釈する技術者の力量

に大きく依存することにも注意する必要がある。 

 

３．地層構成の評価 

地層構成の判別方法については、例えば Robertson 3) により提案された土質分類チャート（付図-2.1

参照 2））を参考にすることができる。このチャートでは、先端抵抗（Qt）に対する摩擦比（Fr）と間隙水

圧比（Bq）との関係に基づいて、9種類の土質を判別することができる。ただし、既存の土質分類評価法

を用いる場合、その評価法の基礎となっているデータが特定の地域の土を対象としたものになっている

ことが多く、必ずしも対象としている地盤と同じ性状を示すとは限らない。したがって、調査エリアに

おける地盤特性の地域性を十分考慮して結果を解析し、場合によっては修正を施すことが望ましい。 
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付図-2.1 Robertson による土質分類チャート 2） 

 

４．地盤定数の評価 

（１）コーン貫入試験による測定結果の評価方法に関する研究事例 

地盤定数の評価方法は、国内外で多くの研究事例があり、付表-2.1 はそれらの代表事例を示したもの

である。基礎構造の設計で必要となる地盤情報をコーン貫入試験による測定結果に基づいて設定する場

合は、これらの研究事例を参考にすることができるが、研究の前提となっている実験条件や原位置試験

と室内試験との比較結果を良く見極め、かつ地盤特性の地域性なども十分考慮した上で、適用可否を慎

重に判断する必要がある。 
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付表-2.1 コーン貫入試験の評価方法に関する主な研究事例 

分類 項目 関連文献 

砂質土 （２） N 値 

 

・コーン貫入試験結果と標準貫入試験結果から得られた地盤特性と

の関係（鈴木ら）4) 

・ Evaluating cyclic liquefaction potential using the cone 

penetration test（Robertson）5) 

・コーン貫入試験（地盤試験所）6) 

・Guide to Cone Penetration Testing for Geotechnical Engineering

（Robertson・Cabal） 7) 

（３）内部摩擦角 ・Manual on estimating soil properties for foundation design 

(Kulhawy・Mayne) 8) 

・Cone Penetration Testing State-of-Practice (Mayne) 9) 

（４） 相対密度 ・地盤調査の方法と解説（地盤工学会）2) 

（５） 液状化抵抗 ・地盤調査の方法と解説（地盤工学会）2) 

（６） 細粒分含有率 ・コーン貫入試験結果と標準貫入試験結果から得られた地盤特性と

の関係（鈴木ら）4) 

粘性土 （７） 非排水せん断強さ ・地盤調査の方法と解説（地盤工学会）2) 

（８） 圧密係数 ・コーン貫入試験結果の解釈－土質分類及び圧密沈下予測について

（大和ら）10) 

・コーン貫入試験（地盤試験所）6) 

 

付-7



（２）N 値 

鈴木ら 4)は、付図-2.2 に示すようにコーン貫入試験の先端抵抗と標準貫入試験の N値の関係を土質性

状指数 Ic  
7) で分類し、コーン貫入試験から得られる先端抵抗と Icより N 値（Nc）を求める方法を提案

している。Ic、Ncはそれぞれ式（付 2.1）、（付 2.2）により算出する。 

 

𝐼c  =   {(3.47 − log 𝑄t)2 +  (1.22 + log 𝐹R)2}0.5                              （付 2.1） 

 

𝑁c  =  0.341  𝐼c
1.94(𝑞t − 0.2)(1.34−0.0927 𝐼𝑐)     (𝑞𝑡 > 0.2MPa)                  （付 2.2） 

           𝑁c  =  0     (𝑞𝑡 ≦ 0.2MPa) 

 

ここで、 

Ic ：土質性状指数 

Qt ：基準化先端抵抗 

FR ：基準化摩擦比 

Nc ：N値 

qt ：先端抵抗 

 

 

付図-2.2 Icで分類した先端抵抗と N値の関係 4) 
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（３）内部摩擦角 

Kulhawy ・Mayne 8)は、コーン貫入試験から得られる先端抵抗と内部摩擦角の関係式を提案している（付

図-2.3 中の式（付 2.3）参照）。また、Mayne は、コーン貫入試験から得られる間隙水圧と先端抵抗から

内部摩擦角を推定する式（付 2.4）を提案している。 

 

 

付図-2.3 内部摩擦角 φ と先端抵抗の関係 8) 

 

   𝜙̅tc  =  17.6 + 11.0 log [(𝑞c/𝑃a)/(𝜎̅𝑣𝑜/𝑃a)0.5]                                    （付 2.3） 

 

ここで、 

𝜙̅tc ：三軸圧縮試験による内部摩擦角 

𝑞c ：先端抵抗 

𝑃a ：大気圧 

𝜎̅𝑣𝑜 ：鉛直全応力あるいは上載圧 

 

𝜙′(degrees)  =  29.5 𝐵𝑞
0.121[0.256 + 0.336 𝐵q + log𝑄]                        （付 2.4） 

 

𝐵q  =  (𝑢2 − 𝑢0)/(𝑞t −  𝜎v0)                                              （付 2.5） 
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𝑄 =  (𝑞𝑡 − 𝜎𝑉0)/𝜎𝑉0′                                                    （付 2.6） 

 

ここで、 

𝜙′ ：内部摩擦角 (ただし、20° < φ' < 45°) 

𝐵q ：正規化した間隙水圧 (ただし、0.1 < Bq < 1.0) 

𝑄 ：正規化した先端抵抗 

𝑢0 ：静水圧 

𝑢2 ：コーン根元で計測された間隙水圧 

𝑞𝑡 ：先端抵抗（ASTM D 5778 により補正） 

𝜎𝑉0 ：鉛直全応力 

𝜎𝑉0′ ：鉛直有効応力 
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（４）相対密度 

地盤調査の方法と解説 2）において、先端抵抗 qt と相対密度は式（付 2.7）により関連付けることがで

きるとしており、殆どの実験結果が式(付 2.7)で表される近似線から±σの範囲におさまることが示され

ている（付図-2.4 参照）。 

 

𝐷r  =  −98 + 66 log [(𝑞t/9.8)/(𝜎𝑉0
′ /9.8)0.5]                                    （付 2.7） 

 

 ここで、 

𝐷𝑟 ：相対密度（%） 

𝑞𝑡 ：先端抵抗（kN/m2） 

𝜎𝑉0
′  ：鉛直有効応力（kN/m2） 

 

 

付図-2.4 正規圧密砂地盤による室内土槽実験に基づいて 

得られた基準化先端抵抗－相対密度関係 2) 
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（５）液状化抵抗 

地盤調査の方法と解説 2) から、時松と吉見らによる研究事例を紹介する。式（付 2.8）において、地

震の規模、加速度、鉛直有効応力、鉛直全応力、対象深さから τ/σvo’が得られ、これを式（付 2.10)に代

入することにより当該深さの（qt1）crを求める。次に、式（付 2.10）を式（付 2.9）に代入して液状化限

界先端抵抗（qt)cr を求める。実測の先端抵抗が（qt)cr より大きい場合は非液状化、小さい場合は液状化

と判定する。地盤調査の方法と解説 2） では、時松と吉見らの研究の他に、Robertson and Fear や Shibata 

and Teparaksa の研究事例が紹介されており、これらを参考にすることもできる。 

 

𝜏

𝜎𝑉0′
 =  0.1 ∙ (𝑀 − 1) ∙

𝛼𝑚𝑎𝑥

𝑔
∙

𝜎𝑉0

𝜎𝑉0′
∙ (1 − 0.015 ∙ 𝑧)                               (付 2.8) 

 

𝑞𝑡1  =  (
0.17

0.07+ 𝜎𝑉0′
) ∙ 𝑞𝑡                                                     (付 2.9) 

 

(𝑞𝑡1)𝑐𝑟  =  0.1 ∙ 𝐶2 ∙ [50 + 200 ∙ {
(

𝜏

𝜎𝑉0
′ )−0.1

(
𝜏

𝜎𝑉0
′ )+0.1

}]                                     (付 2.10)  

 

ここで、 

τ ： 等価せん断応力振幅 (MN/m2) 

M ： 地震のマグニチュード 

αmax ： 地表面最大加速度 (m/s2） 

g ： 重力加速度 (m/s2) 

z ： 深さ (m) 

C2 ：  粒径の影響を考慮した補正係数で、 

D50≥0.25mm の砂は C2=1、D50≤0.25mm の細粒土は C2=D50/0.25 とする。 
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（６）細粒分含有率 

鈴木ら 4)は、土質性状指数 Icと細粒分含有率 Fc の関係を式（付 2.11）の様に示している。付図-2.5

に示すように実験結果のバラツキが大きいものの、式（付 2.11）により Icと Fc の相関関係を表すこと

ができる。 

   

𝐹𝑐  =  1.0 𝐼𝑐
4.2                                                          （付 2.11） 

 

ここで、 

FC ：細粒分含有率 

IC ：土質性状指数 

 

 

付図-2.5 細粒分含有率と ICの関係 4) 
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（７）非排水せん断強さ 

 地盤調査の方法と解説 2)における粘性土の非排水せん断強さの評価手法を紹介する。先端抵抗 qt と非

排水せん断強さ cuは、式（付 2.12）により、関連付けることができる。 

 

𝑐u  =  (𝑞t − 𝜎V0)/𝑁kt                                                   （付 2.12） 

 

  ここで、 

cu ：非排水せん断強さ（kN/m2） 

qt ：先端抵抗（kN/m2） 

σvo ：鉛直全応力（kN/m2） 

Nkt ：コーン係数 

 

 地盤調査の方法と解説 2) では、コーン係数 Nktは 8～16 の範囲であることが紹介されている（付図-2.6

参照）。コーン係数 Nkt を設定する際は、別途室内試験を実施して、電気式コーン貫入試験の試験結果と

比較し、サイト特有の値を設定することが望ましい。  

 

 

 

付図-2.6 わが国の海成粘土で得られたコーン係数 Nkt 

（せん断強さを qu/2 で求めた場合）2) 
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（８）圧密係数と圧密沈下 

大和ら 10)は、間隙水圧の消散試験から圧密係数 (cv)を求め、先端抵抗 (qc) から体積圧縮係数 (mv) を

求めることで、粘性土層の圧密沈下や不同沈下の検討が可能としている（式（付 2.13）並びに式（付 2.14）

参照）。なお、体積圧縮係数(mv)を求める際に用いる経験係数 (α)は、Briaud・Miran11) に土質分類及び

先端抵抗 (qc) と経験係数 (α) との関係が示されている（付表-2.2 参照）。ただし、経験係数(α)はばら

つきが大きいものもあるため、注意して設定する必要がある。また、コーン貫入試験 6) では、Meigh に

よる経験係数 (α)の研究事例を紹介している。 

 

𝑆 =   Σ𝑚𝑣 ∙ Δ𝜎𝑖 ∙ Δ𝐻𝑖            𝑚𝑣  =  
1

𝛼∙𝑞𝑐
(

𝑚2

𝑘𝑁
)                      （付 2.13） 

 

𝑡 =  
𝑇𝑣∙Δ𝐻2

𝑐𝑣
        𝑐𝑣  =  𝑐ℎ  =  8.64 × 104  

𝑇50𝑅2

𝑡50
  (

𝑐𝑚2

𝑑𝑎𝑦
)            （付 2.14） 

 

ここで、 

Δσi ：有効応力の増分（kN/m2） 

T50 ：過剰間隙水圧 50％消散時の理論時間ファクター （≒0.196） 

t50 ：過剰間隙水圧 50％消散時の経過時間 (s) 

R ：コーン半径（cm） 

 

付表-2.2 経験係数 α 11) 
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（９）単位体積重量 

Robertson 12) は、大気圧 Pa（0.1MPa）並びに摩擦比 Rf（%）から単位体積重量 γ を推定できる式（付

2.15）を提案している。また、阪田ら 13) や岡ら 14)は、我が国の地盤を対象とした単位体積重量の推定

式（付 2.17）を提案し、室内試験との比較を行っている（付図-2.7 参照）。 

 

𝛾𝑅  =  3.53 log (
𝑞𝑡

𝑝𝑎
) +  2.65 𝑙𝑜𝑔𝑅𝑓  +  12.11                                  （付 2.15） 

なお、摩擦比はコーンの周面摩擦 fsと先端抵抗 qt の比であり、式（付 3.16）で求めることができる。 

 

𝑅𝑓  =  100 
𝑓𝑠

𝑞𝑡
                                                               (付 2.16) 

 

𝛾𝑡  =  2.156  log (
𝑞𝑡

𝑝𝑎
)  −  1.176 𝑙𝑜𝑔𝑅𝑓  +  14.161                              (付 2.17) 

 

 

 

付図-2.7 式(付 2.15)と室内試験から得られた単位体積重量の比較 13)、14) 
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５．コーン貫入試験結果を用いた設計方法  

（１）基礎の支持力評価 

国内の港湾構造物では、標準貫入試験の試験結果（N 値）に関する豊富なデータベースや設計者の経

験から、N値を基本とした設計方法が広く用いられている。一方、コーン貫入試験が実施された事例は少

なく、コーン貫入試験の測定結果を用いた基礎構造の設計は確立されていない。また、国外ではコーン

貫入試験は広く用いられており、API-RP-2GEO 15) ではコーン貫入試験の測定結果を用いた設計手法が提

案されている。 

これらの状況を踏まえると、コーン貫入試験の測定結果を用いた基礎構造の設計法としては、以下２

つの方法が考えらえる。これらの設計式を用いる場合、両者の設計方法を比較して、慎重に支持力を選

定するのが望ましい。 

・方法１： コーン貫入試験結果から N 値やコーン係数を算出し、N 値の使用を基本としている港湾

の施設の技術上の基準・同解説 16) 風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 17)にした

がって、極限支持力を算出する。 

・方法２： API-RP-2GEO 15) などの設計規格にしたがって、コーン貫入試験の測定結果から直接極限

支持力を算出する。 

  

 なお、API-RP-2GEO 15) の Appendix で紹介されている設計式は以下の 4 通りである。各照査式の各方

法の使い分け方について現在まで明記しているものはないため、取り扱いには十分に注意する必要があ

る。 

A）ICP‐05 (Imperial Collage Pile 2005) 

B）UWA‐05 (University of Western Australia) 

C）Fugro‐96/05 

D）NGI‐05 (Norwegian Geotechnical Institute 2005 

 

（２）地盤ばね 

 構造解析に入力する地盤ばねについて、基礎の支持力評価と同様に、港湾の施設の技術上の基準・同

解説 16)や風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 17)といった国内の基準では標準貫入試験の試験結果

（N値）から設定する設計方法が提案されている。一方、海外基準の API-RP-2GEO 15) ではコーン貫入試

験から得られる内部摩擦角や単位体積重量から設定する設計手法が提案されている。 
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付属書 3 洗掘の検討 

 

１．杭基礎構造における局所洗掘量 

（１）流れによる円柱まわりの洗掘 1) 

Shen（1969）2)の流れによる洗掘量 Zの推定式は下記で示されている。 

 

  𝑍 = 1.4𝐷   (𝐷 ≤  0.9𝑚) ・・・・・・・・・・・・・・・・(付 3.1) 

  𝑍 = 1.05𝐷0.75  (𝐷 >  0.9𝑚) ・・・・・・・・・・・・・・・・(付 3.2) 

ここにおいて、 𝑍：洗掘深さ（m） 

𝐷：流れに対する円柱の投影幅（m） 

 

（２）波による円柱まわりの洗掘 1) 

Sumer（1992）3)の波による動的な最大洗掘量 Sの推定式は下記で示され、この式は DNVGL-ST-01264）

にも掲載されている。 

  𝑆 𝐷⁄ = 1.3{1 − 𝑒𝑥𝑝[−0.03(𝐾𝐶 − 6)]}  𝐾𝐶 ≥ 6・・・・・・・・・・・・(付 3.3) 

 

    ここに、 

    𝑆：最大洗掘深さ（m） 

 𝐷：円柱基礎の径（m） 

 𝐾𝐶：Keulegan-Carpenter 数 

   𝐾𝐶 =
𝑢max∙𝑇

𝐷
   𝑢𝑚𝑎𝑥 =

𝜋∙𝐻

𝑇 𝑠𝑖𝑛ℎ(𝑘ℎ)
 

ここに、 

𝑢max：海底における流速変化の最大値(m/s) 

𝑇：波の周期(s) 

𝐻：波高（m） 

ℎ：水深（m） 

𝑘：波数 

(
2𝜋

𝑇
)

2

= 𝑔 ∙ 𝑘 tanh(𝑘ℎ) 

 

波による円柱基礎まわりの洗掘量は付図-3.1 に示されるように KC 数が大きくなると洗掘深さ Sは 

1.3Dに漸近していくことが示されている。ただし、実海域での洗掘現状は複雑であるため、設計におい

ては余裕をもった設計洗掘量を設定しておく必要があると考えられる。5） 
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付図-3.1 波による円柱まわりの洗掘深さの推定式と実験値 2) 

 

２．重力式構造における局所洗掘量 

洋上風車基礎は孤立構造物であり、防波堤のような延長方向に連続した構造物ではないが、参考まで

に以下、紹介する。 

（１）波による直立壁前面の洗掘 1) 

構造物前面の洗掘は波の反射率と密接な関係があることが知られており、矩形や台形ケーソン等の重

力式基礎前面における洗掘量については、下図に示す護岸前面の洗掘グラフを使用して堤脚部が洗掘型

であるか堆積型であるかを判定する際に参考にすることができる。この図において、K：護岸の反射率、

H0／L0：波形勾配、d50：底質の中央粒径、α：護岸の法面勾配（α＝90 度の時 直立堤）、l：平衡断面時

の波の遡上位置から護岸設置位置までの距離である。 

 

 

付図-3.2 護岸堤脚部の洗掘・堆積の判定条件 6） 
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（２）波による防波堤前面の洗掘 

Sumer（1992）2)は、防波堤を対象として水深波長比 h/Lと、局所洗掘量と波高の比 S/Hの関係を示し

ている。ただし洋上風車基礎は孤立構造物であり、防波堤のような延長方向に連続した構造物ではない

ことに注意が必要である。 

 

i）粗砂の場合の局所洗掘量算定式 

𝑆

𝐻
=

0.3

[sinh (
2𝜋ℎ

𝐿
)]

1.35 

・・・・・・・・・・・・・・・(付 3.4) 

ⅱ）細砂の場合の局所洗掘量算定式 

𝑆

𝐻
=

0.4

[sinh (
2𝜋ℎ

𝐿
)]

1.35 

・・・・・・・・・・・・・・・(付 3.5) 

 

 
付図-3.3 波による防波堤前面の洗掘深さの推定式と実験値 2) 
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付属書 4 氷荷重に対する洋上風力発電設備等の支持構造物の設計 

 

JIS C 1400-31） 附属書 Eに記載されるサイト特性に応じた氷荷重のうち、洋上風力発電設備等の支持

構造物の設計において考慮すべき代表的な氷荷重について、氷海域における海岸・海洋構造物設計マニ

ュアル 2)から移動氷による氷荷重を紹介する。 

 

１．直立面に作用する水平荷重 
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２．斜面に作用する荷重 
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参考文献 

1) 日本規格協会 (2014），JIS C 1400-3: 風車－第 3部：洋上風車の設計要件 

2） 寒地港湾技術研究センター（1996），氷海域における海岸・海洋構造物設計マニュアル 
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付属書 5  抵抗係数の設定例（短期荷重及び疲労荷重） 

 

この付属書では、タワー、下部構造、基礎に対する短期荷重及び疲労荷重時の安全性・安定性照査に

用いる抵抗係数の設定例を示す。ただし、これらの抵抗係数を照査に用いる際は、それぞれの抵抗係数

が対象としている照査式の適用範囲や対象とする支持構造物の構造形式などの技術的根拠を踏まえて、

適切に選定する必要がある。 

 

（１）タワーの安全性照査に用いる抵抗係数 

１）短期荷重の設計に用いる抵抗係数 

付表-5.1 に、短期荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、JIS C 1400-1 1) で設定

されている抵抗係数に基づいて設定したものである。 

 

付表-5.1 タワーの短期荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

短期荷重 

1）発電中 

2）発電中の故障 

3）発電開始時 

4）通常発電停止 

5）緊急停止 

6）停止時 

7）休止時＋故障 

8）輸送・設置・メンテナンス・修理時 

9）海氷発生時 

タワー筒身 1.10 注 1 x 1.00 注 2 JIS C 1400-1 1) 

タワー継手部 1.10 注 3 x 1.00 注 2 JIS C 1400-1 1) 

注 1： 円筒タワー及び翼のような曲面シェル構造の全体的な座屈に対しては、係数を 1.20 以上とする。 

注 2： タワーは損傷が生じると洋上風力発電設備等の不具合につながる可能性がある「非フェイルセーフ」の

構造的要素であるため、JIS C 1400-1 1)に記載のある損傷結果に関する安全係数 γn（短期荷重の場合、

γn=1.00）を考慮する必要がある。 

注 3： 一般にタワー継手部の照査で簡易評価手法として用いられる Petersen の手法においては、破壊モード

及び破壊部位それぞれについて抵抗係数を定めている。 

 

２）疲労荷重の設計に用いる抵抗係数 

付表-5.2 に、疲労荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、JIS C 1400-1 1) で設定

されている抵抗係数に基づいて設定したものである。 

 

付表-5.2 タワーの疲労荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

疲労荷重 

タワー筒身 1.10 x 1.15 注 1 JIS C 1400-1 1) 

タワー継手部 1.10 x 1.15 注 1 JIS C 1400-1 1) 

注 1： タワーは損傷が生じると洋上風力発電設備等の不具合につながる可能性がある「非フェイルセーフ」の

構造的要素であるため、JIS C 1400-1 1)に記載のある損傷結果に関する安全係数 γn（疲労荷重の場合、

γn=1.15）を考慮する必要がある。 
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３）他の設計規格・ガイドラインにおける抵抗係数との比較 

JIS C 1400-3 2)では、タワー構造の照査方法に関して、一般に認知された洋上風車設計規格・ガイド

ラインが参照されている。抵抗側の安全性を確保するための係数に着目すると、この設計規格・ガイド

ラインによって、その呼び方が異なっている。例えば、DNVGL 基準や国際基準（IEC）では抵抗係数であ

り、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 4)は安全率である。また、本基準解説では付表-5.1 にお

いて、材料安全係数（γm）と損傷結果に対する部分安全係数（γn）に分けて抵抗側の安全性を確保する

こととしている。これらの係数を比較すると付表-5.3 のとおりとなる。 

 

付表-5.3 部分安全係数の各規格まとめ 

照査項目 
荷重 

タイプ 

γm(材料安全係数)、γn(損傷結果に対する部分安全係数) 

γm×γn 

DNVGL-ST-0126 3) 
風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 4) 
本技術基準解説での例 

（付表-6.1、6.2） 

タワー筒身の 

安定性 

(全体座屈) 

短期荷重 

γm×γn:1.20×1.00 

(規格・ガイドラインで提案されてい

る式とともに材料安全係数・部分安全

係数が規定されている場合はそちら

に従う。) 

EN1993-1-6 の場合： 

1.10 注 1(Material factor) 

DNV-RP-C202 の場合： 

1.10 以上 注 1、2(Material 

factor) 

- 

降伏と局所座屈 短期荷重 
γm×γn: 

1.10 
- - 

タワー継手部 短期荷重 
γm×γn: 

1.10 
- - 注 3 

タワー筒身 疲労荷重 
γm×γn: 

1.10×1.15 
1.15 注 4 

γm×γn: 

1.10×1.15 

タワー継手部 疲労荷重 
γm×γn: 

1.10 注 3×1.15 
- 

γm×γn: 

1.10×1.15 

注 1： 
DNVGL-ST-0126 では”Material factor”という言葉にて定義されている。ここでは、JIS C1400-1 において定義

されている”材料安全係数”x”損傷結果に対する部分安全係数”相当で使われていると解釈した。 

注 2： 軸力・曲げ・せん断力の組合せを考慮した関数で与えられる。 

注 3： 
Peterson の手法を適用している。この場合、塔体やフランジの材料強度を 1.1 で割って評価を行っており材料安

全係数が含まれると考えられる。 

注 4： DNVGL-ST-0126 3)表 4-21 の DFF=2 の場合を適用する。 
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（２）下部構造及び基礎の安全性照査に用いる抵抗係数 

１）鋼構造の短期荷重の設計に用いる抵抗係数 

付表-5.4 に、鋼構造の短期荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、ISO 19902 5) で

設定されている抵抗係数に基づいて設定しているが、この他に鋼・合成構造標準示方書 6)や

DNVGL-ST-0126 3)等で抵抗係数が設定された事例がある。 

     

付表-5.4 鋼構造の短期荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

短期荷重 

1）発電中 

2）発電中の故障 

3）発電開始時 

4）通常発電停止 

5）緊急停止 

6）停止時 

7）休止時＋故障 

8）輸送・設置・メンテナンス・修理時 

9）海氷発生時 

引張・曲げ・ 

せん断を 

受ける部材 

1.05 ISO 19902 5) 

圧縮を 

受ける部材 
1.18 ISO 19902 5) 

 

２）鋼構造の疲労荷重の設計に用いる抵抗係数 

鋼構造の疲労荷重の照査は、海洋鋼構造での適用実績を踏まえて、ISO の海洋構造物設計規格又はそ

の他の一般に認知された海洋設計規格に規定された S-N 曲線並びに疲労安全率（DFF, Damage Fatigue 

Factor）等を用いて行われることが多いと考えられるため、抵抗係数の設定例は省略する。 

 

３）コンクリート構造の短期荷重の設計に用いる抵抗係数 

付表-5.5 に、コンクリート構造の短期荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、コ

ンクリート標準示方書 7)や DNVGL-ST-0126 3)で設定されている抵抗係数に基づいて設定したものであ

る。 

 

付表-5.5 コンクリート構造の短期荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

短期荷重 

1）発電中 

2）発電中の故障 

3）発電開始時 

4）通常発電停止 

5）緊急停止 

6）停止時 

7）休止時＋故障 

8）輸送・設置・メンテナンス・修理時 

9）海氷発生時 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

1.30 注 1 コンクリート標準示方書 7) 

1.45 DNVGL-ST-0126 3) 

鉄筋 

1.00 または 

1.05 注 1、注 2 
コンクリート標準示方書 7) 

1.10 DNVGL-ST-0126 3) 

注 1： コンクリート標準示方書 7)では、上記の抵抗係数に加えて、部材断面耐力の計算上の不確実性、部材寸法

のばらつき、部材の重要度、破壊性状などを考慮した部材係数も考慮する必要がある。 

注 2： 鉄筋及び PC 鋼材の場合は 1.00、それ以外の鋼材の場合は 1.05 とする。 
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４）コンクリート構造の疲労荷重の設計に用いる抵抗係数 

付表-5.6 に、コンクリート構造の疲労荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、コ

ンクリート標準示方書 7)並びに DNVGL-ST-0126 3)で設定されている抵抗係数に基づいて設定したもの

である。 

 

付表-5.6 コンクリート構造の疲労荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

疲労荷重 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

1.30 注 1 コンクリート標準示方書 7) 

1.50 DNVGL-ST-0126 3) 

鉄筋 

1.05 注 1 コンクリート標準示方書 7) 

1.10 DNVGL-ST-0126 3) 

注 1： コンクリート標準示方書では、上記の抵抗係数に加えて、部材断面耐力の計算上の不確実性、部材寸法の

ばらつき、部材の重要度、破壊性状などを考慮した部材係数も考慮する必要がある。 
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（３）基礎の安定性照査に用いる抵抗係数 

１）杭式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数 

付表-5.7 に、杭式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、風

力発電設備支持物構造設計指針・同解説 4)で設定されている安全率の値に基づいて抵抗係数を設定した

ものである。 

 

付表-5.7 杭式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

短期荷重 

1）発電中 

2）発電中の故障 

3）発電開始時 

4）通常発電停止 

5）緊急停止 

6）停止時 

7）休止時＋故障 

8）輸送・設置・メンテナンス・修理時 

9）海氷発生時 

押込み力 1.50 

風力発電設備支持物構

造設計指針・同解説 4) 

9.4.3 項 （短期荷重） 

引抜き力 15/8 

風力発電設備支持物構

造設計指針・同解説 4) 

9.4.3 項 （短期荷重） 

 

２）重力式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数 

付表-5.8 に、重力式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、

DNVGL-ST-0126 3)に示される重力式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数に基づいて設定し

たものである。なお、地盤の安定性の照査方法は、DNVGL-ST-0126 3)や Eurocode7 8)において、いくつ

かの方法が提示されている。例えば、地盤の安定性を有効応力解析（ c’, tanΦ’ ）で行うか、全応力

解析（ cu, tanΦu ）で行うかによって用いる係数が異なる（付表-5.8、注 1 参照）ので、抵抗係数を

設定する際は、解析手法との組み合わせを踏まえて、適切に検討する必要がある。重力式基礎の安定

性の照査に関しては、上記の他に、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 4)でも、その照査法が

設定されている（付属書 7参照）。 

 

付表-5.8 重力式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

短期荷重 

1）発電中 

2）発電中の故障 

3）発電開始時 

4）通常発電停止 

5）緊急停止 

6）停止時 

7）休止時＋故障 

8）輸送・設置・メンテナンス・修理時 

9）海氷発生時 

支持力 1.00 DNVGL-ST-0126 3） 

滑動 1.00 DNVGL-ST-0126 3） 

注１：支持力、滑動ともに材料係数として以下の値を考慮する。 

Effective stress analysis（有効応力解析）の場合 ： 1.15 

Total stress analysis（全応力解析）の場合    ： 1.25 
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付属書 6 安全性照査に関する許容応力度の設定例（長期荷重、地震荷重、津波荷重） 

 

この付属書では、タワー、下部構造、基礎に対する長期荷重、地震荷重、津波荷重の安全性照査に用

いる許容応力度の設定例を示す。ただし、これらの許容応力度を照査に用いる際は、それぞれの許容応

力度が対象としている照査式の適用範囲や対象とする支持構造物の構造形式などを踏まえて適切に選定

する必要がある。 

 

（１）タワーの安全性照査に用いる許容応力度の設定例 

付表-6.1、付表-6.2 に、タワーの安全性照査に用いる許容応力度の設定例を示す。これらは、風力

発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)で設定されている許容応力度に基づいて設定したものである。 

 

付表-6.1 タワー筒身の許容応力度の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 注 1 

備考 港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 - 7.2.4 項（長期）、7.3.4 項（長期）  

稀に発生する地震動 - 7.2.4 項（長期）、7.3.4 項（短期）  

港湾レベル 1地震動 - 7.2.4 項（長期）、7.3.4 項（短期）  

極めて稀に発生する地震動 - 7.2.4 項（短期）、7.3.4 項（極稀）  

設計津波 注 2 - 7.2.4 項（短期）、7.3.4 項（短期）  

注 1： 本付属書（３）に、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)の該当箇所（抜粋）を示す。 

注 2： 
設計津波は上記に示す許容応力度設計法に替えて、性能照査を実施してもよい。港湾レベル 2地震動は、表

-解 2.1.1.7 に示すように性能照査を行うものとする。 

 

付表-6.2 タワー継手部の許容引張力、許容すべり耐力の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 注 1 

備考 港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 - 

7.2.4 項（長期） 
7.3.2 項（長期） 
7.3.4 項（長期） 

 

稀に発生する地震動 - 

7.2.4 項（短期） 
7.3.2 項（短期） 
7.3.4 項（短期） 

 

港湾レベル 1地震動 - 

7.2.4 項（短期） 
7.3.2 項（短期） 
7.3.4 項（短期） 

 

極めて稀に発生する地震動 - 

7.2.4 項（短期） 
7.3.2 項（極稀） 

7.3.4 項（極稀） 
 

設計津波 注 2 - 

7.2.4 項（短期） 
7.3.2 項（短期） 

7.3.4 項（短期） 
 

注 1： 本付属書（３）に、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)の該当箇所（抜粋）を示す。 

注 2： 
設計津波は上記に示す許容応力度設計法に替えて、性能照査を実施してもよい。港湾レベル 2地震動は、表

-解 2.1.1.7 に示すように性能照査を行うものとする。 
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（２）下部構造及び基礎の安全性照査に用いる許容応力度の設定例 

１）鋼構造の安全性照査に用いる許容応力度 

付表-6.3 に、鋼構造の安全性照査に用いる許容応力度の設定例を示す。これらは、風力発電設備支

持物構造設計指針・同解説 1)及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)で規定されている許容応力度に

基づいて設定したものである。長期荷重に対する許容応力度は、風力発電設備支持物構造設計指針・

同解説 1)と港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)の両方のものが併記されているが、これは構造形式や

照査対象部材にあわせて適切なものを選定する必要があることを意味している。 

 

付表-6.3 鋼構造の安全性照査に用いる許容応力度の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 注 1 

備考 
港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物構

造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 
第 3編 第 2 章 

2.3.2 項、2.3.7 項 
または   

7.2.4 項（長期） 

7.3.4 項（長期） 

第 3編 第 2 章 2.3.2 項や

2.3.7 項では、許容応力度の 

割増係数は考慮されていない 

稀に発生する地震動 - 
7.2.4 項（短期） 

7.3.4 項（短期） 
 

港湾レベル 1地震動 
第 3編 第 2章 

2.3.2 項、2.3.7 項 
- 

許容応力度の割増係数 1.50

（地震の影響を考えた場合） 

極めて稀に発生する 

地震動 注 2 
- 

7.2.4 項（短期） 

7.3.4 項（極稀） 
 

設計津波 注 2 

第 3 編 第 2章 

2.3.2 項、2.3.7 項 

を準用 

- 

許容応力度の割増係数 1.50

（地震の影響を考えた場合を

準用） 

注 1： 本付属書（３）に、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)の

該当箇所（抜粋）を示す。 

注 2： 極めて稀に発生する地震動と設計津波は上記に示す許容応力度設計法に替えて、性能照査を実施してもよい。

また港湾レベル 2地震動は、表-解 2.1.1.7 に示すように性能照査を行うものとする。 
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２）コンクリート構造の安全性照査に用いる許容応力度 

付表-6.4 にコンクリート構造の安全性照査に用いる許容応力度の設定例を示す。これらは、風力発

電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)で設定されている許容

応力度に基づいて設定したものである。長期荷重に対する許容応力度は、風力発電設備支持物構造設

計指針・同解説 1)と港湾の施設の技術上の基準・同解説 2) の両方のものが併記されているが、これは

構造形式や照査対象部材にあわせて適切なものを選定する必要があることを意味している。 

 

付表-6.4 コンクリート構造の安全性照査に用いる許容応力度の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 注 1 

備考 
港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物構造

設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 第 3編 第 3章 3.3 節 または 9.2.5 項（長期） 

第 3編 第 3 章 3.3 節では、

許容応力度の割増係数は考

慮されていない 

稀に発生する地震 - 9.2.5 項（短期）  

港湾レベル 1地震動 第 3編 第 3章 3.3 節  - 
許容応力度の割増係数 1.50

（地震の影響を考えた場合） 

極めて稀に発生する 

地震動 注 2 
- 9.2.5 項（極稀）  

設計津波 注 2 第 3 編 第 3章 3.3 節 - 

許容応力度の割増係数 1.50

（地震の影響を考えた場合

を準用） 

注 1： 本付属書（３）に、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)の該

当箇所（抜粋）を示す。 

注 2： 極めて稀に発生する地震動と設計津波は上記に示す許容応力度設計法に替えて、性能照査を実施してもよい。

また港湾レベル 2地震動は、表-解 2.1.1.7 に示すように性能照査を行うものとする。 
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（３）各基準類における許容応力度の内容 

ここでは、（１）、（２）の許容応力度の設定例で引用した基準や指針の記述（抜粋）を示す。 

 

１）タワーの安全性照査に用いる許容応力度 

以下では、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)におけるタワー筒身の許容応力度、タワー

継手部の許容引張力、許容すべり耐力に関する記述（抜粋）を示す。 

 

 

  
（風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1）から抜粋） 
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（風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1）から抜粋） 
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（風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1）から抜粋） 
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*1 

*1：ここの「レベル 2地震」は、「極めて稀に発生する地震動」を指す。 
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２）下部構造及び基礎の安全性照査に用いる許容応力度 

以下では、港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)における鋼構造の安全性照査に用いる許容応力度に

関する記述（抜粋）を示す。なお、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)における鋼構造の安全

性照査に用いる許容応力度は、１）と重複するため省略する。 

 

 

 

 

 

 

（港湾の施設の技術上の基準・同解説 H11 年版 2）から抜粋） 

（港湾の施設の技術上の基準・同解説 H11 年版 2）から抜粋） 
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以下では、港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)及び風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)

におけるコンクリート構造の安全性照査に用いる許容応力度に関する記述（抜粋）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（港湾の施設の技術上の基準・同解説 H11 年版 2）から抜粋） 
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（港湾の施設の技術上の基準・同解説 H11 年版 2）から抜粋） 

（港湾の施設の技術上の基準・同解説 H11 年版 2）から抜粋） 
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（風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1）から抜粋） 

付-44



 

 

 

 

参考文献 

1) 土木学会（2010），風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 

2) 日本港湾協会（1999），港湾の施設の技術上の基準・同解説 
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付属書 7 安定性照査に関する許容支持力及び安全率の設定例（長期荷重、地震荷重、津波荷重） 

 

この付属書では、基礎に対する長期荷重、地震荷重、津波荷重の安定性照査に用いる許容支持力及び

安全率の設定例を示す。ただし、これらの許容支持力及び安全率を照査に用いる際は、それぞれの許容

支持力及び安全率が対象としている照査式の適用範囲や対象とする支持構造物の構造形式などを踏まえ

て適切に選定する必要がある。 

 

（１）基礎の安定性照査に用いる許容支持力及び安全率の設定例 

１）杭式基礎 

付表-7.1、付表-7.2 に、杭式基礎の支持力照査に用いる許容支持力及び安全率の設定例を示す。こ

れらは、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)で設定

されている許容支持力及び安全率に基づいて設定したものである。 

 

付表-7.1 杭式基礎の鉛直支持力の照査に用いる安全率注 1の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 

備考 港湾の施設の技術上の 

基準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み

合わせ 

長期荷重 
第 5編 第 4 章  

4.1.2 項（常時） 
または 9.4.3 項（長期） 

第 5編 第 4 章 4.1.2 項（常時） 

： 安全率 2.5 

 

9.4.3 項（長期） 

： 安全率 3.0 

稀に発生する地震 - 9.4.3 項（短期） 安全率 1.5 

港湾レベル 1地震動 
第 5編 第 4 章  

4.1.2 項（地震時） 
- 

支持杭：安全率 1.5 

摩擦杭：安全率 2.0 

極めて稀に発生する 

地震動 
- 9.4.3 項（極稀） 安全率 1.0 

設計津波 
第 5編 第 4 章  

4.1.2 項（地震時） 
- 

支持杭：安全率 1.5 

摩擦杭：安全率 2.0 

注 1： 安全率の値の適用の詳細については、本付属書（２）に示した、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)

及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)の該当箇所（抜粋）を参照。 
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付表-7.2 杭式基礎の引抜き力の照査に用いる安全率注 1の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 

備考 
港湾の施設の技術上の 

基準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み

合わせ 

長期荷重 
第 5編 第 4 章 

4.2.2 項（常時 
または 9.4.3 項（長期） 

第 5編 第 4 章 4.2.2 項（常時） 

： 安全率 3.0 

 

9.4.3 項（長期） 

： 安全率 15/4 または 3.0 

稀に発生する地震 - 9.4.3 項（短期） 安全率 15/8 または 1.5 

港湾レベル 1地震動 
第 5編 第 4 章  

4.2.2 項（地震時） 
- 安全率 2.5 

極めて稀に発生する 

地震動 
- 9.4.3 項（極稀） 安全率 1.2 または 1.0 

設計津波 
第 5編 第 4 章  

4.2.2 項（地震時） 
- 安全率 2.5 

注 1： 安全率の値の適用の詳細については、本付属書（２）に示した風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及

び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2) の該当箇所（抜粋）を参照。 
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２）重力式基礎 

付表-7.3、7.4、7.5 に、重力式基礎の安定性照査（支持力、転倒、活動）に用いる許容支持力及び

安全率の設定例を示す。これらは、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及び港湾の施設の技術

上の基準・同解説 2)で設定されている許容支持力及び安全率に基づいて設定したものである。 

 

付表-7.3 重力式基礎の支持力照査に用いる安全率注 1の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 

備考 港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物構

造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み

合わせ 

長期荷重 

第 5編 第 2章 

2.5 節（波圧時） 

6.1 節  
または 

9.3.3 項 

（長期） 

第 5編 第 2 章 2.5 節（波圧時） 

偏心傾斜荷重の支持力 

： 安全率 1.0 

 

第 5 編 第 2 章 6.1 節 

円弧すべりによる斜面安定 

： 安全率 1.3 

 

9.3.3 項（長期） 

： 安全率 3.0 

稀に発生する地震 - 
9.3.3 項 

（短期） 
安全率 1.5 

港湾レベル 1地震動 
第 5編 第 2章 

2.5 節（波圧時） 
- 

偏心傾斜荷重の支持力 

： 安全率 1.0 

極めて稀に発生する

地震動 
- 

9.3.3 項 

（極稀） 
安全率 1.0 

設計津波 
第 5編 第 2 章 

2.5 節（波圧時）を準用  
- 

偏心傾斜荷重の支持力 

： 安全率 1.0 を準用 

注 1： 安全率の値の適用の詳細については、本付属書（２）に示した風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及

び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2) の該当箇所（抜粋）を参照。 
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付表-7.4 重力式基礎の転倒照査に用いる安全率注 1の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 

備考 
港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 
第 7編 第 2章 

2.7.1 項（波圧時） 
または 9.3.3 項（長期） 

第 7編 第 2 章 

2.7.1 項（波圧時） 

： 安全率 1.2 

稀に発生する地震 - 9.3.3 項（短期）  

港湾レベル 1地震動 
第 7編 第 2章  

2.7.1 項（地震時） 
- 安全率 1.1 

極めて稀に発生する 

地震動 注 2 
- 9.3.3 項（極稀）  

設計津波 注 2 
第 7 編 第 2章 2.7.1 項 

（波圧時）を準用 
- 安全率 1.2 を準用 

注 1： 安全率の値の適用の詳細については、本付属書（２）に示した風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)

及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2) の該当箇所（抜粋）を参照。 

  

 

付表-7.5 重力式基礎の滑動照査に用いる安全率注 1の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 注 1 

備考 
港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 
第 7編 第 2章 

2.7.1 項（波圧時） 
または 9.3.3 項（長期） 

第 7編 第 2 章 

2.7.1 項（波圧時） 

： 安全率 1.2 

稀に発生する地震 - 9.3.3 項（短期）  

港湾レベル 1地震動 
第 7編 第 2章 

2.7.1 項（波圧時） 
- 安全率 1.2 

極めて稀に発生する 

地震動 
- 9.3.3 項（極稀）  

設計津波 
第 7編 第 2章 2.7.1 項 

（波圧時）を準用 
- 安全率 1.2 を準用 

注 1： 安全率の値の適用の詳細については、本付属書（２）に示した風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)

及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2) の該当箇所（抜粋）を参照。 
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（２）引用した許容支持力及び安全率の抜粋 

ここでは、（１）の許容支持力及び安全率の設定例で引用した基準や指針の記述（抜粋）を示す。 

 

１）杭式基礎の安定性照査に用いる許容支持力及び安全率 

以下では、港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)及び風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)

における杭式基礎の許容支持力及び安全率に関する記述（抜粋）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（港湾の施設の技術上の基準・同解説 H11 年版 2)から抜粋） 
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（港湾の施設の技術上の基準・同解説 H11 年版 2)から抜粋） 
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（港湾の施設の技術上の基準・同解説 H11 年版 2)から抜粋） 
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（風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1）から抜粋） 
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２）重力式基礎の安定性照査に用いる許容支持力及び安全率の設定例 

以下では、港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)及び風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)

における重力式基礎の許容支持力及び安全率に関する記述を示す。(重力式基礎については、防波堤に

関する記述を参考として提示する。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（港湾の施設の技術上の基準・同解説 H11 年版 2)から抜粋） 
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（港湾の施設の技術上の基準・同解説 H11 年版 2)から抜粋） 
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（港湾の施設の技術上の基準・同解説 H11 年版 2)から抜粋） 
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（風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1）から抜粋） 
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付-61
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参考文献 

1) 土木学会（2010），風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 

2) 日本港湾協会（1999），港湾の施設の技術上の基準・同解説 
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付属書 8 疲労設計 

 

本付属書では、鋼部材の疲労照査で用いる疲労曲線や疲労安全率の設定例を示す。 

 

１．疲労曲線 

タワー構造及び下部構造・基礎の疲労照査方法に関して、JIS C 1400-3 1) では ISO 2)、3)の海洋構造物

設計規格又は一般に認知された海洋設計規格にしたがって設計耐力を行うこととされており、このうち

タワーに関しては JIS C 1400-1 4) によって求めてもよいとされている。また、JIS C 1400-3 1)では、

附属書 F（参考）において、洋上風車基礎の設計に関する詳細な指針として GL Guideline for the 

certification of wind turbines 5) や DNV-OS-J101 6) （現 DNVGL-ST-0126 7））が参照されており、疲

労損傷を照査する際に用いられる疲労曲線（S-N 線図）として、DNVGL-RP-C203 8) や Eurocode3（EN1993-1-9）

9) の S-N 線図を参照している。なお、これらの指針では疲労等級に応じた S-N 線図が規定されているの

で、設計者は適用する溶接継手の種類と繰り返し応力の作用方向・適用するボルトの仕様等から適切な

疲労等級を選定する必要がある。付図-8.1から付図-8.4に、DNVGL-RP-C203 8) と Eurocode3（EN1993-1-9）

9) の S-N 線図を示す。 

 

付図-8.1 S-N 線図の例 

（DNVGL-RP-C203 8)の図 2-8 注 1、”in air”の場合 注 2） 

 

注 1： S-N 線図中”B1”～”W3”は、継手種類で指定される疲労等級に相当する。詳細は DNVGL-RP-C203 

8) 参照のこと。 

注 2： DNVGL-ST-0126 7) によると、部材の防食環境で飛沫部環境より上側と判定される場合、気中”in 

air”の S-N 線図を適用する。 
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付図-8.2 S-N 線図の例 

（DNVGL-RP-C203 8) の図 2-9 、 

”in seawater with cathodic protection”の場合） 

 

付図-8.3 S-N 線図の例 

（DNVGL-RP-C203 8)の図 2-10 、”Tubular Joint in air  

and in seawater with cathodic protection”の場合） 
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付図-8.4 S-N 線図の例 

（BS-EN1993-1-9 9) の図 7.1 注 3の場合） 

 

注 3： S-N 線図中”36”～”160”は、継手種類で指定される疲労等級に相当する。詳細は BS-EN1993-1-9 9)

参照のこと。DNVGL-ST-0126 7) によると、Eurocode の S-N 線図を適用する場合、1.0×108 での打ち

切り限界(Cut off limit)を認めていない。 
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２．疲労安全率 

下部構造・基礎の疲労照査で参照する海洋構造物設計規格（例えば、DNVGL-ST-0126 7））では、S-N 線

図から求まる疲労損傷度に疲労安全率を乗じて疲労破壊の照査を行う。洋上風車基礎構造を対象とした

疲労安全率（DFF）の例を付表-8.1 に示す。なお、表に示したとおり、検査や初期の疲労及び塗装の損傷

を補修できるとして、小さい DFF を適用した場合、別冊の「洋上風力発電設備の維持管理に関する統一

的解説」10）に従い、設計に応じた維持管理を実施する必要がある。 

付表-8.1 DNVGL-ST-0126 7）に規定された疲労安全率（DFF）の例 

参考文献 

1) 日本規格協会 (2014），JIS C1400-3: 風車－第 3部：洋上風車の設計要件

2) International Organization for Standardization (2007), ISO 19902 Petroleum and natural

gas industries — Fixed steel offshore structures

3) International Organization for Standardization (2006), ISO 19903 Petroleum and natural

gas industries — Fixed concrete offshore structures

4) 日本規格協会 (2017)，JIS C1400-1: 風車－第 1部：設計要件

5) Germanischer Lloyd (2010), GL Guideline for the certification of wind turbines

6) DNV (2014), DNV-OS-J101 Design of offshore wind turbine structures

7) DNVGL (2016), DNVGL-ST-0126 Support structures for wind turbines

8) DNVGL (2016), DNVGL-RP-C203 Fatigue design of offshore steel structures

9) EUROCODES (2005), Eurocode 3: Design of steel structures - Part 1-9: Fatigue

10） 洋上風力発電施設検討委員会（2020），洋上風力発電設備の維持管理に関する統一的解説
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付属書 9 熱帯性低気圧地域での安全レベルの調整 

 

本付属書では、IEC 61400-3-1 Annex I1)の内容を示す。今後 JIS などの場において熟議が成された後

の解釈が提示されるまでは、厳密な解釈は原文に拠る必要がある。 

 

10.1（I.1）概要 

熱帯性暴風雨に関連した海象条件は、温帯性暴風雨に関連した海象条件よりも大きな変動性を示すこ

とがある。このことにより、この文書内に含まれる温帯低気圧に対する設計規則によって示されるレベ

ルと同じ安全レベルとするために、設計規則すなわち設計式や特性値（例えば、再現期間）または安全

係数について、変更が必要となる可能性がある。注 1) 

この付属書では場所ごとに異なる熱帯性低気圧の条件に対する設計規則の調整の仕方についての 1 つ

のアプローチを提案する。この文章によって示されているレベルと同等の安全レベルが達成することを

実証することができれば、他のアプローチをとることができる。 

熱帯性低気圧に対する設計に使用するための場所ごとに異なる設計規則の要件は、支持構造物にのみ

適用される。 

 

10.2（I.2）全体構造安全レベルの基準 

熱帯性低気圧地域では、ハザードカーブに基づいて必要な部分安全係数を決定する代わりに、構造安

全レベルの基準を使用した下部工と基礎の全体構造の完全性も検証すべきである。 

激しい暴風雨の際に、無人であるか避難済みで、重大性が中程度の損傷となる構造物(暴露区分 L-2)

では、50 年全数の熱帯性低気圧の条件が設計レベルの基準を定義し、500 年全数の熱帯性低気圧の条件

が構造安全レベルの基準を定義する。 

 

10.3（I.3）設計荷重ケース 

熱帯性低気圧の影響を受ける地域では、表 I.1 に示す追加の設計荷重ケースの検討を推奨する。 

DLCI.2 では、極値環境条件の再現確率‘N’は次のように選択される。極値環境条件の期間で、ヨーパ

ワーと制御の損失が同時に発生する確率は、1/500、または 500年の再現確率と同等の確率で選択される。

設計者によって‘N’の値は選択され、正当化されるべきである。ネットワークの電源不足またはネット

ワークの信頼性を定義する情報の欠如が予想されるサイトの場合、環境条件の再現期間 500 年を、7.4.7

（IEC 61400-3-1 1)：待機時(DLC 6.1～6.4)）に規定されているようなバックアップ電源が利用可能でな

い場合に、安全側の値として使用できる。  
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注 1： 

例として、IEC 61400-1 2)の 11.3.2 項の脚注では次のように規定されている。 

DLC 6.1 及び DLC6.2 に対する荷重の部分安全率は，年最大風速の変動係数 COV が 15%未満であると仮定

して設定されている。COV が 15%以上の場合には，50 年再現極値風速 V50を cov=15%～30%に比例した係数

η=l～1.15 を用いて、𝑉50̃ = √𝜂𝑉50の関係によって補正してもよい。(IEC 61400-1 2)の 11.9 と 11.10 を

参照) 年最大風速の COV は， Gumbel 分布から仮定して，風速の 50 年及び 100 年の再現期待値 V50及び

V100から近似的に求めることができる。αとβのパラメータは以下の式から得られる。 

 

COV は次式のように示す。 

 

 

 

表-10.1 (I.1) 熱帯性低気圧が影響する地域の追加荷重ケース 

DLC 風 波浪 風と波浪の方向 水の流れ 潮位
解析の

種類

荷重

係数

I.1
 EWM Turbulent wind model

 V hub = V 10min,500

 ESS

 H s = H s500

MIS及びMUL ECM
H.W.L.又は

H.H.W.L.
U 1.00

I.2
 EWM Turbulent wind model
 V hub = V] 10min,N-yr

 ESS
 H s = H sN-yr

MIS及びMUL ECM
H.W.L.又は

H.H.W.L.
U 1.00

停止時

状態

 

 

参考文献 

1) International Electrotechnical Commission (2019), IEC 61400-3-1 : Wind energy generation 

systems  Part 3-1 : Design requirements for fixed offshore wind turbines 

2) International Electrotechnical Commission (2019), IEC 61400-1: Wind energy generation 

systems Part 1: Design requirements  
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